
１　総括
 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は、平成１７年４月１日現在の人数です。

(3) 特記事項
類似団体とは、人口規模と産業構造（産業別就業人口の構成比）が類似している団体です。
東松島市は人口５０，０００人未満、Ⅱ次・Ⅲ次産業９５％未満、かつ、Ⅲ次産業が５５％以上となっており、
青森県三沢市、岩手県釜石市、山形県上山市など９３団体が類似団体です。
※宮城県内には類似団体はありません

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　 　

　　　　　　　　　　　％

15.1

職員数

　　　　　　Ａ

3,068,430

給与費 B/A

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

（平成１７年度末）

東松島市の給与・定員管理等について

人 件 費 （参考）

区　　分

19.9

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

Ｂ／Ａ

人 件 費 率実 質 収 支

平成１６年度の人件費率

43,834

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

15,421,000

（参考）類似団体平均

一人当たり給与費　　計　　Ｂ

千円 千円 千円

2,042,043

　　　　　　Ｂ

人　

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

　　　　　　％

319,218

人 千円 千円 　　　　　千円
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成１８年４月１日現在）
　　 ①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　 ②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

歳 円

　　 ③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成１８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものです。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　
　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再
　　　　計算したものです。
      ３　「平均年齢」は、１０進法により表示しております。
　　　　　　　　例）　43歳6ヶ月　の場合、　43.5歳　と表示しています　　　 

（2) 職員の初任給の状況（平成１８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

類似団体 39.6 361,007 412,087

宮城県 43.5 404,420 484,985

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額

東松島市 40.8 297,138

348,135

395,862

381,212

―

335,821

388,233

平均給与月額

310,021

245,157 259,514

平均給与月額

（国ベース）

258,426

257,558

248,110

平均給与月額

259,527

265,072

国 40.4 328,477

324,03542.3

42.1 356,257

う ち 学 校 給 食 調 理 員 41.8 272,082

318,595

類似団体

民間事業者平均（用務員）

311,588

―58.1

47.0

431,556

327,353

366,063

国

339,566

286,50048.4

宮城県 382,68148.8

類似団体 366,944

東松島市

宮城県

385,901338,11843.2

平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額区　　分

区　　分

44.3 247,735東松島市

平均給料月額

う ち 用 務 員 244,192

―

う ち 保 育 所 調 理 員

―

374,289

平均給与月額

47.0

（国ベース）

東松島市

42.1 245,810 256,060

区　　　　　分

138,400

135,600

一般行政職

技能労務職 高　校　卒

高　校　卒

大　学　卒 170,200

138,400

123,900

142,800

中　学　卒 120,200

国宮城県

176,800 170,200

140,300

平 均 年 齢
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（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

278,268

228,370

193,850

270,593

229,970

経験年数10年～15年未満

－

189,100

－

208,850

－

243,500

経験年数７年～10年未満区　　　　分

中　学　卒

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒技能労務職

一般行政職

経験年数15年～20年未満

330,100
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成１８年４月１日現在）

（注）１　東松島市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

　 （注）平成１８年に８級制から６級制に変更しています。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　
 　　統合）　　　　　

70

　　　　　　　　％

30.4

23

　　　　　　　　％

4.2

標準的な職務内容 職員数

　　　　　　　　人

16.5

１　級

　　　　　　　　人
課長、副参事

２　級 主査、技術主査

　　　　　　　　人

43

79

　　　　　　　　人

主事、技師

課長補佐、主幹、技術主幹

構成比

　　　　　　　　人

34

５　級

課長、参事

３　級
　　　　　　　　％

区　　分

４　級

６　級

副主幹、技術副主幹、主任

　　　　　　　　％

8.9

　　　　　　　　％

26.9

11

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

13.1

１級
13.1%

１級
4.2%

２級
16.5%

２級
12.3%

３級
30.4%

３級
16.5%

４級
26.9%

４級
14.2%

５級
8.9%

５級
15.8%

６級
4.2%

６級
22.3%

７級
11.2%

８級
3.5%

0%
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平成１８年の構成比 １年前の構成比
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（2) 昇給期間短縮の状況
　 区　　　　　　　　　　　　分

普通昇給期間（１２～２４月）を

１６年度

職 員 数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  Ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  Ａ

短縮して昇給した職員数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

2.4

378

全　職　種

9

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

１７年度

　　　　　　　　　％

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ 11.1

　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　人

普通昇給期間（１２～２４月）を

　　　　　　　　　％

短縮して昇給した職員数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

職 員 数

　　　　　　　　　人

380

　　　　　　　　　人

42
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４　職員の手当の状況
（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成１７年度支給割合） （平成１７年度支給割合） （平成１７年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　2.5％～15％ ・役職加算　5％～20％ ・役職加算　5％～20％

・管理職加算　15％～25％ ・管理職加算　10％～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

（2) 退職手当（平成１８年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 　定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　なし　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１７年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当
（平成１８年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

(平成２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしています。  

0.75

国の制度（支給率）

18

59.28

41.34

59.28

23.50

33.50

47.50

703

117,116

国の制度（支給率）

13

4

59.28

東松島市 宮城県

1.45 3.03.0

1.6 0.75

30.55

1.451.45

1,465 1,910

3.0

―１人当たり平均支給額（平成１７年度）

国

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算）

支給対象地域

23.50

33.50

47.50

59.28 59.28

支給実績（平成１７年度決算）

59.28

41.34

1.6

30.55

１人当たり平均支給額（平成１７年度）

国東松島市

宮城県名取市・多賀城
市・利府町・富谷町

3

宮城県仙台市

1.6 0.75

東京都特別区

支給対象地域 支給率

宮城県名取市・多賀城
市・利府町・富谷町

宮城県仙台市

6 6

18

3

13

4

1

支給対象職員数

0

7

0

支給率

東京都特別区

1

4,086 22,305
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 (4) 特殊勤務手当（平成１８年４月１日現在）
千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

千円

千円

59,387

332

左記職員に対する支給単価

25,576

４種類手当の種類（手当数）

3.8

主な支給対象職員

保健師及び栄養士が訪
問指導に従事する場合

動物の死体処理に従事
する場合

支 給 実 績 （ 旧 矢 本 町 平 成 １ ７ 度 決 算 ）

福祉部門の職員

職員１人当たり平均支給年額（旧矢本町平成１７度決年度決算）

感染症防疫作業手当

訪問指導従事手当 保健師、栄養士

動物の死体処理手当 環境衛生部門の職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１７年度）

月額1,300円

111,981

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算）

支給実績（平成１７年度決算）

福祉部門の職員、保健師

行旅死亡人処理手当

手当の名称

行旅死亡人の収容また
は護送の作業に従事す
る場合

296

支 給 実 績 （ 旧 鳴 瀬 町 平 成 １ ７ 度 決 算 ）

234

１件当たり1,000円

支 給 実 績 （ 平 成 １ ７ 年 度 決 算 ）

職員１人当たり平均支給年額（旧鳴瀬町平成１７度決年度決算）

240

主な支給対象業務

感染症の患者または感
染症の疑いのある患者
の救護及び看護

日額1,000円

日額3,000円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ７ 年 度 決 算 ）

25,743
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（6) その他の手当（平成１８年４月１日現在）

円

円

円

円

円
寒冷地手当

（経過措置中）

国の制度と
異なる内容

千円

47,059－

（平成１７年度決算）

－

扶養者の人数や状況に
応じて１１月から３月まで
支給
・３人以上　19,560円
・１人～２人　16,300円
・扶養者０人で世帯主
9,820円
・その他　6,840円
※平成18年度からは▲
8,000円、平成19年度から
は▲14,000円、平成20年
度からは▲20,000円（支
給なし）

同

19,722

61,617

15,841

持家　一律
2,500円
ただし、持家
所有５年を経
過するまで

－

22,231

千円

22,860

内容及び支給単価手　当　名
支給実績

との異同

636,199千円

242,575

116,743

54,815
自動車等に
おける通勤
距離区分

千円

千円

支給職員１人当たり
平均支給年額

国の制度

・交通機関　限度額
55,000円
・自動車等　片道２kmから
2,000円～24,500円
※ただし、距離の区分に
ついては、地域の交通機
関の実情を勘案し、国より
も細分化

管理職の給料月額に対し
て支給
・総務課長　１４％
・財政課長、企画調整課
長、福祉事務所長、教育
次長　１２％
・その他課長　１０％
・参事、副参事　７．５％

異
・借家　限度額　27,000円
・持家　一律　3,000円

同

通勤手当

管理職手当

異

－

扶養手当

・配偶者　13,000円
・扶養親族のうち２人まで
6,000円
※配偶者の手当を受給し
ていない場合は１人目
6,500円、配偶者がいない
場合は１人目　11,000円
・被扶養者のうち３人目以
降　5,000円
※１５歳以上２２歳までの
被扶養者　5,000円

住居手当

（平成１７年度決算）
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５　特別職の報酬等の状況（平成１８年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

896,000円×在職月数×0.44 18,923,520円 任期毎

711,000円×在職月数×0.26   8,873,280円 任期毎

711,000円×在職月数×0.23   7,076,640円 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

区 分

896,000

711,000

4.40

　　（平成１７年度支給割合）

455,800710,000641,000

退
職
手
当

備　　　　考

助 役

収 入 役

市 区 町 村 長

522,000

3.30

598,000 273,000

227,000

465,000

（参考）類似団体における最高／最低額

546,700980,000

800,000 495,800

副 議 長

給

料

市 区 町 村 長

収 入 役

助 役

374,000

350,000

424,000議 長

収 入 役

議 長

報

酬

副 議 長

市 区 町 村 長

議 員

助 役

議 員

期
末
手
当

206,000

給 料 月 額 等

　　（平成１７年度支給割合）
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６　職員数の状況
（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人口1,000人当たり職員数　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　 人

（注）１　職員数には教育長を含みます。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。（ただし、条例定数には教育長は含まれません）

20人

生涯学習部門の退職者不補充及びスポー
ツ振興課の係統合による担当職員の減

76人 ▲ 2人

地域包括支援センターの設置による増

7.87

合併により事務の効率化が図られたための
減

6人

87人

21人

5人

89人

16人

0人

2人

▲ 4人

衛生

8人 ▲ 1人

1人

▲ 3人

21人

7人

26人

▲ 6人

17人 2人

2人

373人

345人

11人

▲ 6人269人

0人

平成１７年 平成１８年

対前年
増減数

▲ 1人

職 員 数

23人 23人

93人

14人

87人

24人

消防部門

教育部門

普
通
会
計
部
門

土木

税務

民生

計

小　計

農林水産

商工

＜参考＞

主 な 増 減 理 由

昨年度の計上誤り（し尿処理整備を土木部
門へ計上）＋２人
土木契約業務及び都市計画業務の事務縮
小による減

0人

合併により観光業務の事務の効率化が図ら
れたための減

県から派遣されていた職員の派遣終了によ
り市の職員をその業務に割り当てたための
増

10.51

行政推進室の設置及び監査体制の強化に
よる増
国勢調査の終了及び退職者不補充による
減

税の収納対策強化による増

地域包括支援センターの設置に伴い保健
センター職員を介護の区分に割り当てた事
による減
昨年度の計上誤り（し尿処理整備を土木部
門へ計上）▲２人

353人

78人

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

総務

275人

[     390人     ］ [           ］

＜参考＞

8.51

6.14

8.01

＜参考＞

379人

[     390人     ］

28人

議会

一
般
行
政
部
門

▲ 8人

下水道 11人

合　　計

小　計

国保・介護 15人　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

10 / 12 ページ



（2)年齢別職員構成の状況（平成１８年４月１日現在）

　

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況
①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（注）１　定員管理の職員数には教育長が含まれています。

（参考）東松島市定員適正化計画における定員管理の数値目標（数・率）

計

26045 23 0

人人 人

23歳

～
区　分

未満
～

20歳 20歳 48歳32歳 36歳

～ ～ ～ ～

56歳 60歳52歳44歳

59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人

39歳

42

人

55歳43歳 47歳 51歳35歳

23

31歳

職員数
420

人 人

11 13 28

平成22年4月1日

27歳

純減数

13 20

～

40歳

～

24歳

～ ～

28歳

純減率

職員数 職員数

計画期間

数値目標
始　期 終　期

18 4.7

平成17年4月1日

平 成 17 年 4 月 1 日 平 成 27 年 4 月 1 日 ５０名の純減

379 361

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

１年前の構成比

%
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②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２７年の１０年間です。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示しています。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示しています。                                              
　　　４　東松島市では全部門を通じて５０名の純減を目標としています。年ごと及び部門ごとに
  　　　おける人数の増減は、事業に優先順位をつけて人員を配置しているため、プラス要因が生
  　　　じる場合があります。                                  

― 26

増 減 2

26 28

0

　　　　（　6.2％）

275 269 ―

▲ 6

（参考）

計

１７年 １８年 １９年 １９年

数値目標

１７年～１８年

計画始期

増 減

１年目 ２年目

増 減

職員数

職員数

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

78 76

　　　　（　6.5％） ▲ 13

　　　　（   -　％）

増 減

一般行政

３年目

238

▲ 37

教　育

329

― 65

▲ 2

計

公 営 企 業 職員数

等 会 計

職員数

▲ 50

―379

▲ 6 　　　　（　8.3％）

373
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